
ゆうメイトの雇用と
労働条件の現状と
今後の課題

非正規雇用の問題点を含めて検討してみよう

参考資料 ： 厚生労働省、労働政策研究・研修機構（独立行政法人）

正規・非正規の連携と団結強化で労働条件改善を勝ち取ろう！



官から公（パブリック）へ

地域の人々が事業運営に参加

地域と密着し、高齢化社会や地域コミュニティー
再生のための生活拠点

郵便事業のユニバーサルサービス維持

資金運用を見直した（地域への環流等）貯金・保
険のユニバーサルサービス

郵政ファミリー企業の見直し

特定局制度見直し

公共サービスを担うことができる雇用と労働条件
の確立



今までの貴重な財産を守ろう

★営利追及の郵政民営化はユニバーサルサービスの解体
につながる

★２ネット、新集配システムは貴重な財産の解体

正規職員の受箱配達からの撤退⇒熟練労働の解体

ゆうメイトの劣悪な労働条件⇒定着できない仕事

地域に精通した仕事ができなくなる
⇒ユニバーサルサービスの崩壊



非正規雇用の現状

１９９４年 ９８２万人（２２．８％）

１９９９年 １，３３５万人（２７．５％）

２００３年 １．６３７万人（３４．９％）

契約社員、出向社員、派遣労働者、臨時的雇用者、パートタイム労働者を含む



企業別に見た正社員比率

どの企業でも正社員は６５％程度



企業が非正規労働者を雇用する理由



企業が非正規労働者を雇用する理由

契約社員 ２７．２％

派遣労働者 ２５．２％

パートタイム労働者 ５２．６％

契約社員 ２７．２％

派遣労働者 ２５．６％

パートタイム労働者 ２２．９％

★賃金の節約のため

★賃金以外の労務コスト節約のため

パートタイム労働者合計 ７５．５％がコスト削減のため



産業別に見たパートタイム労働者に対する各種
制度の適用事業所割合（H15・％)

正社員への転換制度があるのは２６．７％



1週間の実労働時間の平均（時間）

男性 ３０．２時間 女性 ２８．５時間



性別・就業形態別に見た1ヶ月の

実質賃金総額（単位：万円）

パートタイム労働者は雇用時間が延びているので単純比較はできない

男性 １２７、０００円 女性 ８８，０００円



性別・就業形態別に見た実質擬似時間給
（単位：円）

男性 ９３９円 女性 ８５５円（２００３年）



性別・パートの種類別に見た実質擬似時間給
（単位：円）

若年者パート ７６８円（男性） △１２７円

８１４円（女性）

高齢者パート ９０７円（男性）

８１４円（女性） △１１０円

既婚女性パート ８４５円



職業生活の不満足の順番
☆

若年労働者

男性 ①賃金 ②福利厚生 ③教育訓練

女性 ①福利厚生 ②教育訓練 ③雇用の安定

女性既婚

①教育訓練 ②福利厚生 ③評価・処遇

高齢者

男性 ①教育訓練 ②職場の環境 ③福利厚生

女性 ①福利厚生 ②教育訓練 ③賃金



変わりたい就業形態
（パートタイム労働者）

パートタイム労働者の８５．９％が正社員を希望



１週間の所定労働時間及び残業時間

１週間の所定労働時間
２０時間未満 １８．３

２０～２９時間 ３０．２

３０～３４時間 ２２．１

３５～３９時間 ２５．８

４０時間以上 １．０

無回答 ２．６

半数が３０時間未満

１週間の残業時間
残業無し ５７．９

１ ～ ２時間 １０．４

３ ～ ４時間 ５．３

５ ～ ６時間 ４．７

７ ～１０時間 ５．６

１１～１９時間 ２．９

２０時間以上 ３．２

無回答 ９．９

残業無し６割



１ヶ月の賃金総額

１０万円未満 ５０．８ （ １．０）

１０～２０万円未満 ４０．０ （２０．８）

３０～４０万円未満 ５．７ （３３．３）

４０～５０万円未満 ０．７ （２５．２）

５０万円以上 ０．１ （１７．５）

無回答 ２．６ （ ２．１）

（）内は正社員

半数のパートタイム労働者が１０万円未満

９割のパートタイム労働者が２０万円以下



１週間の所定労働日数及び
賃金算定基礎（パート）

所定労働日数
１日 ０．２

２日 １．５

３日 ７．９

４日 １４．９

５日 ６０．９

６日 １２．２

無回答 ０．９

６割が５日

賃金算定基準
時間給 ８０．５

日給 ５．１

週給 ０．０

月給 １０．３

年俸 ０．２

その他 １．３

無回答 ２．６

８割時間給制



格差社会、リストラ、評価主義

企業論理（営利優先）

⇒会社あっての生活⇒文句を言うな

本来、人間のための企業活動、今は企業のため
の人間 ⇒ 逆転

賃金は生活できる賃金が基本

⇒補償できない社会は変えるしかない

社会の枠からはみ出るものの排除

正規・非正規、委託、請負等重層的な差別構造

差別される者間での対立



ゆうメイトの現状と問題点

雇止め＝解雇

低賃金

労働強化

スキル評価の不公平

パワーハラスメント、セクシャルハラスメント

営業ノルマの強要

正規職員との関係



ゆうメイト賃金

ゆうメイト全国交流会へのアンケートによる
（郵便外務ゆうメイトが多く全体的には下がる可能性大）

☆平均すると時間給１，０００円弱
☆１日勤務時間 ３５時間程度
☆１週間勤務日数 ４～５日
☆月賃金 平均すると １５万程度

（１２７，０００円⇒全国平均）
☆年間賃金 ２００万弱
☆参考⇒正規職員平均（管理者も含む）

約６２０万円（０５年１０月）４１．８歳



民営化に向け求めよう

民営化時における完全な雇用承継

⇒公社は雇用継続に配慮する

評価制度の見直し

⇒管理者の恣意性に不満大

⇒誰もが納得できる評価（客観性の保証）

苦情処理制度の活用

⇒言うべきことは言おう！

本務化要求



民営化スケジュール

０７年２月 ⇒ 労働条件等の概要周知

０７年３月末⇒ 予定雇用期間満了

０７年４月 ⇒ 採用、長くても０７年９月末まで

０７年６月～７月

⇒新会社への募集（在職者、希望者）・申込

０７年８月 ⇒ 退職予告

０７年９月末⇒ 予定雇用期間満了・退職

０７年１０月 ⇒ 採用



民営化後労働条件等

日本郵政株式会社で検討

（当面は、現状が基本となりそう）

賃金、年休は引き継ぐ

社会保険・雇用保険は現状通り

共済加入も現状通り（加入できない）？

災害補償⇒労災保険（保険料会社負担）

新たな社員区分の検討

⇒詳細不明⇒より階層化された区分の可能性
あり



民営化後の雇用条件

日々雇用はなくなる

年度を超える雇用も可能

「期間の定めのない契約」も可能

「期間の定め」は最長でも３年（更新可能）

労働基準法の解雇制限が当然適用

雇用条件が大きく変わります



パートタイム労働法の適用

労働条件通知書の交付

⇒更新の有無、更新の有無の判断基準

契約期間への配慮⇒再更新はできるだけ長く

就業規則の作成

育児・介護休暇の取得

解雇予告⇒３０日前予告

雇い止め予告

⇒３０日前予告（１年以上勤務）

理由の開示、退職時の証明書交付



有期雇用契約締結時の明示事項

更新の有無、更新しない場合の判断基準の明示義務



育児休暇・介護休暇

期間の定めのあるパートタイム労働者の場合

雇用期間１年以上

子が１歳を超えて雇用継続が見込まれる

☆生後満１年に達しない育児

（条件により１歳半まで可能）

☆１日２回少なくとも３０分

子の介護休暇も可能

☆子供の病気、けが等⇒１年に５日まで

★介護休暇⇒期間通算９３日まで



正社員との均衡処遇

高齢者の短時間労働の促進

通常の労働者への応募機会の付与

通常の労働者への転換に関する条件整備

所定労働時間が同じ労働者の取扱い

★今後のゆうメイトの労働条件にとって重要な
課題

★残念ながら努力義務
★実行を迫る闘いが必要



ゆうメイトの横のつながりを深め
雇用と労働条件改善を！

民営化でますます私たちの
団結の力が必要です。

力関係で大きく変わります。

正規雇用労働者と非正規雇用労働者の
連携を深め、
共に撃つ取り組みを進めましょう。


